
事案書（■経営会議  □調整会議）      

開催日：平成２６年１１月２１日（金）  

 担当課：こども部 こども施策推進準備室 

件  名：（仮称）大和市子ども・子育て支援事業計画について 

提出理由：（仮称）大和市子ども・子育て支援事業計画の策定にあたり、その内容について了承を得る

ため 

内  容： 

1．背景等 

・平成 27 年 4 月から開始される子ども・子育て

支援新制度（以下「新制度」という。）では、

市町村が策定する子ども・子育て支援事業計画

（以下「計画」という。）に基づいて、幼児期

の教育及び保育の提供、地域子ども・子育て支

援事業を実施していくこととされた。 

・計画の策定に向け、平成 25年 11 月に国の指針

に従ってニーズ調査を実施し、教育及び保育の

必要量の見込みを把握するとともに、計画の骨

子を子ども・子育て会議に諮問したうえで審議

を重ね、答申を受けたところである。 

・量の見込みに関する詳細な分析が完了し、  

また、幼稚園など市内各施設の新制度への対応

方針も明らかになったため、教育・保育の確保

方策等を整理したうえで計画を策定する。 

2．計画の概要 

(1)計画の位置づけ 

子ども・子育て支援法第 61 条に基づく市町村
計画であり、第 8次大和市総合計画の基本目標
「子どもが生き生きと育つまち」の実現を図る
ための計画として策定する。 

(2)計画期間 

平成 27 年度から 31年度までの 5年間とする。 

(3)基本理念 
「子どもの健やかな成長を支えあうまち・やま
と～地域と共に子育て・親育ち～」 

(4)計画の体系 
・基本目標 
希望する幼児期の教育・保育が受けられる体
制づくりなど 5項目  

・個別目標 
待機児童の解消と幼児期の教育・保育の質の
向上など 16 項目  

・個別事業 
個別目標を達成するための民間保育所・建設
増設支援事業など 88 事業  

・子ども・子育て支援事業計画の基本的事項 

必要量の見込みと確保方策、実施時期、教育・

保育の一体的提供とその体制に関する事項等 

 

3．子ども・子育て支援事業計画の基本的事項の内容 

 (1)教育・保育等の量の見込み、確保方策、実施

時期について 

①幼児期の教育・保育 

 ・年度別に量の見込みと確保方策を定める。 

・確保方策については、幼稚園、認定こども園、

保育所、地域型保育事業、一定の施設基準に

基づいて運営される認可外保育施設によって

対応する。  
【平成 29年度（中間年度）】 （単位：人） 

認定区分 1 号 
(教育) 

2 号 3 号(保育) 

(教育) (保育) 0 歳 
1・2 
歳 

量の見込み 3,671 660 
1,409 238 1,095 

小計 4,331 

確保方策 4,351 1,793 321 1,151 

差引 ＋20 ＋384 ＋83 +56 

【平成 31年度（最終年度）】 （単位：人） 

認定区分 
1 号 
(教育) 

2 号 3 号(保育) 

(教育) (保育) 0 歳 
1・2 
歳 

量の見込み 3,594 690 
1,405 262 1,212 

小計 4,284 

確保方策 4,363 1,793 342 1,237 

差引 ＋79 ＋388 ＋80 +25 

②地域子ども・子育て支援事業 
・国が示す事業のうち、利用者支援事業や放課
後児童クラブなどの 11事業について、事業ご
とに必要量の見込みと確保方策、実施時期を
定める。 

(2)教育・保育の一体的提供及びその推進に関する
体制の確保について 

 ・保護者の就労状況に柔軟に対応できる認定こ
ども園の普及を図るため、既存施設に対して適
宜移行を働きかけていく。 

 ・各施設に対して指導監督を行うことで、質の
高い教育・保育の確保に努めていく。 

経  過 
H25.11   市民ニーズ調査の実施 
H26. 4～ 子ども・子育て会議（7回開催） 
H26. 5～ 支援事業計画策定部会（6回開催） 
H26. 7  計画策定の方向性の決定 
H26. 8  子ども・子育て会議（諮問） 

H26. 9  子ども・子育て会議（答申） 

今後の予定 
H26.12～ 市民意見公募手続の実施 
H27. 3  計画の策定 

H27. 4  計画の開始 

 


